
コード番号  4  7  2  0  5  1  市 町 村 類 型 　Ⅱ－ 3

 ふ り が な  ぎ  の  わ  ん  し 　22年度交付税 　Ⅰ－ 5

 市町村名  宜   野   湾    市 　種 地 区 分 (評点 559)

決算額 構成比 経常一般財 Kの構 決算額 構成比 充当一般財源等 経常一般財

千円     ％ 源 K  千円 成比％     千円     ％     千円 源    千円

91,856 人 人 人 地　　方　　税 9,086,642 9,086,642 58.8 人    件    費 5,151,266 16.7 4,953,058 4,637,926 27.2% 30.0%

89,769 人 　 ％ 　   ％ 　     ％ 地 方 譲 与 税 164,640 164,640 1.1  うち職員給 2,917,510 9.5 2,821,626 ‐

 増 減 率 2.3 ％ 4,663 15.1 82.2 利子割交付金 26,178 26,178 0.2 扶    助    費 9,056,018 29.4 2,692,517 2,652,953 15.5% 17.2%

住本 (23.3.31) 92,467 人  人 人 配当割交付金 5,209 5,209 0.0 公    債    費 2,449,859 8.0 2,377,735 2,377,735 13.9% 15.4%

民台 (22.3.31) 92,062 人 　  ％ 　   ％ 　     ％ 株式等譲渡所得割交付金 2,042 2,042 0.0  元利償還金 2,439,981 7.9 2,367,857 2,367,857 13.9% 15.3%

基帳  増 減 率 0.4 ％ 4,559 17.6 81.7 地方消費税交付金 652,391 652,391 4.2  一時借入金 9,878 0.0 9,878 9,878 0.1% 0.1%

特別地方消費税交付金 0 0 0.0 16,657,143 54.1 10,023,310 9,668,614 56.6% 62.6%

　　  千円 　　  千円 　の状況 自動車取得税交付金 29,663 29,663 0.2 物    件    費 3,748,777 12.2 3,110,364 2,742,251 16.1% 17.8%

○市町村圏 地方特例交付金等 118,928 118,928 0.8 維 持 補 修 費 107,676 0.4 94,564 91,873 0.5% 0.6%

 1　歳　入　総　額
Ａ   再建､山村 地 方 交 付 税 5,155,434 4,610,544 29.9 補  助  費  等 1,422,186 4.6 988,100 868,146 5.1% 5.6%

  財政､過疎   (普通交付税) 4,610,544 4,610,544 29.9 繰    出    金 3,391,860 11.0 2,957,847 1,690,264 9.9% 10.9%

 2　歳　出　総　額 Ｂ   不交付   (特別交付税) 544,890 ‐ ‐ 投資出資貸付金 22,790 0.1 1,633 1,343 0.0% 0.0%

 3  歳入歳出差引額   新産     小      計 15,241,127 14,696,237 95.2 積    立    金 748,933 2.4 670,586

  　　　　　　 A-B　 Ｃ   低開発 交通安全対策特別交付金 14,470 14,470 0.1
‐ ‐ ‐

 4　翌年度へ繰り越す   工特､産炭 分担金 負担金 311,378 - ‐ 経常収支比率

　  べき財源        Ｄ 使    用    料 257,008 70,308 0.5
投 資 的 経 費

4,693,367 15.2 1,427,041 88.2% ③/①

 5　実 質 収 支  ア  ｲ 　事務の共同 手    数    料 166,041 716 ‐  うち人件費 192,271 0.6 167,686 97.5% ③/②

　C-D  Ｅ 　処理の状況 国 庫 支 出 金 7,307,530 - ‐

　

　
普通建設事業 4,693,367 15.2 1,427,041

  ｲ-ｱ ○ごみ処理 国有提供施設交付金 527,588 527,588 3.4 補  助 3,402,391 11.0 357,893

 6  単 年 度 収 支　 Ｆ ○し尿処理 県  支  出  金 2,605,800 ‐ ‐ 単  独 1,177,289 3.8 1,069,148 歳入経常一般財源額

　    うち財政調整基金 　伝染病関係 財  産  収  入 198,130 129,062 0.8 受託（補助） 113,687 0.4 0

 7  積　　立　　金　 Ｇ       うち減 債 基 金   小学校関係 寄    附    金 9,530 ‐ ‐ 県事業負担等 - - -

  その他特定目的基金   中学校関係 繰    入    金 1,133,150 ‐ ‐ 災害復旧事業費 ‐ ‐ ‐

 8  繰 上 償 還 金  Ｈ    地方債現在高    25,054,731   税務関係 繰    越    金 715,305 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 　ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数

　うち政府資金現在高    21,286,301   火葬場 諸    収    入 274,589 2,811 0.0 ‐ ‐ ‐ 95.3

 9  積立金取くずし額 Ｉ   債務負担行為額     8,283,895   消  防 地    方    債 2,882,780 0.0 ‐ ‐ ‐

10　実質単年度収支  （翌年度以降支出予定額）    3,791,811 ○その他

　　F + G + H - I　 Ｊ
　　　―

普通会計からの 職員数

千円 繰入額　　千円 人

国民健康保険事業   無 決算額 構成比  増減率  基準税額 超  過 決算額 構成比

老人保健医療事業   無 　　　　　　 円 千円     ％ ％  ×100/75 課税額 千円 ％

土地区画整理事業   無  市町村長  H8.4.1 901,000  個人分 103,866 0.2 ‐  議    会    費 268,430 0.9

下 水 道 事 業   無 副市長    〃 742,000  法人分 153,063 2.4 ‐  総    務    費 4,104,146 13.3

介護保険事業   無  教育長    〃 672,000 3,063,690 △ 1.4 ‐  民    生    費 13,271,700 43.1

介護サービス事業   無  議会議長  H10.4.1 479,000 411,068 17.8 ‐  衛    生    費 1,541,333 5.0

後期高齢者医療事業   無  議会副議長   〃 426,000  固 定 資 産 税 4,600,762 4.7 ‐  労    働    費 239,078 0.8

上 水 道 事 業   有  委員長    〃 409,000  軽 自 動 車 税 217,284 4.6 ‐  農 林 水 産 費 151,485 0.5

 議会議員    〃 400,000  市町村たばこ税 535,092 9.5 ‐  商    工    費 186,373 0.6

545 296,900 円 　 ‐ 　 ‐         ‐  電    気    税 ‐ ‐ ‐  土    木    費 3,983,702 12.9

83 297,700 円 　 ‐ 　 ‐         ‐  ガ    ス    税 ‐ ‐ ‐  消    防    費 673,367 2.2

35 310,400 円 　 ‐ 　 ‐         ‐  特別土地保有税 - - ‐  教    育    費 3,923,259 12.7

580 297,700 円 　 ‐ 　 ‐         ‐ 法定外普通税旧法税 ‐ ‐ ‐  災 害 復 旧 費 - ‐

 目    的    税 1,817 153.4 ‐  公    債    費 2,449,859 8.0

均 等 割

3,000円  　　　　50 千円  入  湯  税 1,817 153.4 ‐  諸  支  出  金 ‐ ‐

標準税率に  　　3,000 千円  都市計画税 ‐ ‐ ‐ 前年度繰上充用金 ‐ ‐

対する比率  そ  の  他 ‐ ‐ ‐ 特別区調整納付金 ‐ ‐
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